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医  療  経  理

貸  借  対  照  表

第８号の１

平成30年3月31日現在

借        方 金    額 貸        方 金    額

円 円 円 円

69,599,898,604 25,885,324,593

34,565,592,043 214,379,229

1,660,725,147 22,721,989,284

103,854,567 1,488,417,132

752,624,062 564,986,346

6,066,261 895,552,602

32,812,701,393

301,664,869 △   固  定  負  債 74,313,712,436

41,763,650,220

(32,550,062,216)

23,660,049,100

140,450,463,208 8,890,013,116

(139,555,769,464)

76,620,637,604 100,199,037,029

19,534,453

1,005,407,174 基    本    金 625,260

7,252,623,627 625,260

18,570,217

1,459,892,332 剰    余    金 110,240,988,091

22,579,240,955 (18,745,082,913)

30,599,863,102 18,745,082,913

(17,341,839) (91,495,905,178)

1,610 7,099,312,552

17,340,229 84,396,592,626

(877,351,905)

877,175,905 110,241,613,351

176,000

390,288,568

390,288,568

210,440,650,380 210,440,650,380

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、168,439,708,520円である。
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重  要  な  会  計  方  針  等 

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  貯蔵品  先入先出法による原価法によっている。 

２．固定資産の減価償却方法 

  有形固定資産は、国家公務員共済組合法施行規則（昭和 33 年大蔵省令

第 54 号。以下、「規則」という。）第 68 条の規定により、無形固定資産は、

規則第 69 条の規定により定額法により行っている。なお、減価償却累計

額は次のとおりである。 

有形固定資産    168,439,708,520 円 

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

未収金の貸倒れによる損失に備えるため、規則第 76 条の規定により、 

  事業に係る未収金の年度末残高に対する 1/100 を計上している。 

 (2) 退職給与引当金 

国家公務員共済組合連合会（以下「連合会」という。）に使用される者の 

 退職手当の支払いに充てるため、連合会に使用される者が期末において退 

  職した場合に支給される基本額の全額を計上している。 

 (3) 特別修繕引当金 

事業に使用している施設について、翌事業年度以降に大規模の修繕をす 

ることを予定しているため、規則第 77 条の規定により、所要の金額を計 

  上している。 
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　固　定　資　産　明　細　表　

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 当期償却額 差引期末残高

円 円 円 円 円 円

土 地 22,817,519,133 0 238,278,178 22,579,240,955 0 22,579,240,955

建 物 82,018,859,358 366,355,703 616,840,667 81,768,374,394 5,147,736,790 76,620,637,604

構 築 物 1,090,350,271 4,006,800 1,755,745 1,092,601,326 87,194,152 1,005,407,174

借入不動産附帯施設 57,797,890 13,359,600 46,885,500 24,271,990 4,737,537 19,534,453

車 両 ・ 運 搬 具 26,651,768 5,683,750 629,095 31,706,423 13,136,206 18,570,217

医 療 器 具 機 械 7,723,939,952 2,250,073,835 2,425,041 9,971,588,746 2,718,965,119 7,252,623,627

器 具 ・ 備 品 1,679,889,210 318,588,644 325,700 1,998,152,154 538,259,822 1,459,892,332

電 話 加 入 権 5,474 0 0 5,474 3,864 1,610

建 設 仮 勘 定 22,067,452,461 10,188,467,199 1,656,056,558 30,599,863,102 0 30,599,863,102

施 設 利 用 権 18,875,700 0 0 18,875,700 1,535,471 17,340,229

計 137,501,341,217 13,146,535,531 2,563,196,484 148,084,680,264 8,511,568,961 139,573,111,303

（注1）建物及び土地の面積は次のとおりである。

     １．建 物 583,396.70 ㎡

     ２．土 地 215,945.88 ㎡

（注2）当期償却額は、前期損益修正益716,773円、前期損益修正損17,558,214円を含む。

 減　価　償　却　費　明　細　表 

資産の種類 取得原価 当期償却額 償却累計額 当期末残高 償却累計率 摘    要

円 円 円 円 ％

建 物 197,151,412,859 5,147,736,790 120,530,775,255 76,620,637,604 61.1

構 築 物 3,903,188,213 87,194,152 2,897,781,039 1,005,407,174 74.2

借入不動産附帯施設 74,898,852 4,737,537 55,364,399 19,534,453 73.9

車 両 ・ 運 搬 具 200,795,208 13,136,206 182,224,991 18,570,217 90.8

医 療 器 具 機 械 44,598,396,886 2,718,965,119 37,345,773,259 7,252,623,627 83.7

器 具 ・ 備 品 8,943,046,308 538,259,822 7,483,153,976 1,459,892,332 83.7

電 話 加 入 権 38,640 3,864 37,030 1,610 95.8

施 設 利 用 権 38,558,505 1,535,471 21,218,276 17,340,229 55.0

計 254,910,335,471 8,511,568,961 168,516,328,225 86,394,007,246

（注）当期償却額は、前期損益修正益716,773円、前期損益修正損17,558,214円を含む。
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